
　会社経営においては、古くから「ヒト・モノ・カネ」の3要素の重要性が語られています。その3要素と

関連して、『 自社の社員の給与水準が本当に適正なのか？ 』というご質問をよく受けます。

　インターネットで調べてみても、資料によってかなり差があるし・・・、中小企業の実態からほど遠く、

大企業のサラリーマンだけのデータでは？などと思える資料が多いためだと思います。

　そこで、日頃上記の質問を頂いた際に、情報提供させて頂いているデータを下記にご紹介させて

頂きます。

データは　[ 民間給与実態統計調査 ]　といいます。

※ このデータは国税庁が毎年実施している国の基幹統計調査のひとつであり、調査結果の概要（一部データ）

が毎年9月頃、詳細結果（全データ）が毎年11月頃に国税庁から公表されます。

※ 「民間の事業所における年間の給与の実態を、給与階級別、事業所規模別、企業規模別等に明らかにし、

併せて、租税収入の見積もり、租税負担の検討及び税務行政運営等の基本資料とすること」を目的として

いるようです。

　ただし、詳細結果（全データ）は、200ページ以上のボリュームがあり、目次があるとはいえ必要なデータ

だけを探し出すのに苦労するのが難点です。それだけ、データの信頼性が高い裏返しではあると思います

が・・・。そこで、膨大なデータの内で使いやすく集計されているデータを2つ下記にご紹介します。

◎適正な給与水準が知りたい！？



①事業所規模・性別/年齢別の平均給与



②事業所規模・性別/勤続年数別の平均給与

（国税庁：平成25年分 民間給与実態統計調査 -調査結果- より抜粋）　　

（注）上記の平均給は、賞与を含んだ給与（年収）データになりますのでご注意ください。なお、平均給与に含

　　　まれる賞与の割合のデータもありますので、そちらもご確認ください。


